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2024 年11 月15日 

 

株式会社三菱UFJ銀行 

株 式 会 社 エ ネ ッ ト 

 

AI分析を活用した省エネ支援サービスにより電気の使用量を削減 

～三菱UFJ銀行全国約200施設でエネットのEnneteye®を活用した省エネアクションを推進～ 

 

株式会社三菱UFJ銀行（本社：東京都千代田区、取締役頭取執行役員：半沢
はんざわ

 淳一
じゅんいち

、以下、三菱

UFJ銀行）と株式会社エネット（本社：東京都港区、代表取締役社長：谷口
たにぐち

 直行
なおゆき

、以下、エネッ

ト）は、カーボンニュートラル実現と持続可能な事業経営を両立するべく、今冬から三菱UFJ銀行

全国約200か所の施設において、「Enneteye（エネットアイ）」を活用した省エネ活動を開始いたし

ます。Enneteyeは、各施設の電力データを自動的に収集し、AI・データ分析により、電力使用状況

の可視化、省エネポテンシャルの抽出および省エネ提案を行うサービスです。 

本サービス導入により、これまで空調温度設定や節電の声かけのみに留まっていた省エネ活動

が、各施設の電気使用状況の可視化およびAIによる診断結果を提供することで、行員の判断でより

効率的かつ効果的な省エネアクションを選択できるようになります。 

三菱UFJ銀行とエネットは、Enneteyeを三菱UFJ銀行の一部施設で1年間試験導入し、冬季および

夏季に省エネアクションを実施しました。このうち省エネポテンシャルがあり、１年間継続して取

り組んだ施設において、冬季平均9％、夏季平均7％の電気使用量削減という有意な結果を得ること

ができました。これらの試行結果と今般の電気事業法改正1の機を捉え、三菱UFJ銀行の自社ビル等

自ら電力を契約する全国約200施設にEnneteyeを導入し、さらなる電気の使用量削減を推進します。 

三菱UFJ銀行はハード・ソフトの両面において先進的な対策を講じることで、職場の快適な環境

を維持しつつ、自ら設定した省エネ目標（2030年迄に2019年度比30%削減）達成を目指しており、

引続きエネットと協働して、効率的かつ効果的な省エネを推進してまいります。また、エネットは

電気の提供とともに、カーボンニュートラルに向けた脱炭素経営に欠かせない、企業の省エネ活動

を支援するサービスを提案してまいります。 

【取組概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
[1] 2020年の電気事業法の改正により、2023年10月から同法第37条の3に基づき、電気事業者以外の事業者も電力デ

ータが活用できるようになり、需要家の同意を得たスマートメーター由来の電力データは、一般社団法人電力デ

ータ管理協会を介して他の事業者等が有償で入手および利用ができます。 

データ取得 データ統合
行員による
省エネ

アクション
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電力データとして検討記録、翌月以降に検証
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Step 内容 

 

データ取得 エネットは三菱UFJ銀行に代わって、一般社団法人電力データ管理協会

（以下、電力データ管理協会）から、全国の三菱UFJ銀行施設における

電力データを一括取得します。 

 

データ統合 三菱UFJ銀行の電力データは、施設近傍の気象情報と自動的に結び付け

られ、データベースに格納されます。電力データ管理協会のデータを使

用することで、契約している小売電気事業者毎のデータ形式によらず、

統一されたデータ形式で取得できるため、効率的なデータ統合が可能と

なります。 

 

AI分析 統合されたデータを基に、Enneteyeを活用したAI分析により、過去の 

運用、他施設との比較、外気温や湿度等の相関分析などから施設ごとの

課題を抽出し、施設ごとの省エネポテンシャルを明らかにします。 

また、電力の使用状況や改善点が分かりやすい切り口でデータ分析も 

行います。 

 

可視化 施設ごとのAI分析結果とデータ分析結果を、データ分析ツール

「Tableau」を通じてダッシュボード（省エネカルテ）にまとめ、行内ネ

ットワークに共有することで、行員がいつでも電力データを閲覧できる

環境を整備します。 

 

行員による 

省エネアクション 

行員は省エネカルテを取得し、施設ごとの運用を踏まえて、具体的対策

を選択し省エネアクションを実施します。実施結果は、電力データとし

て記録され、翌月以降に省エネカルテを通じて確認できるため、省エネ

効果をタイムリーに実感できます。また、必要に応じて、翌月からの取

り組み改善を行います。 

 

【省エネカルテ（サンプル）】 ※データ提供：エネット デザイン：三菱UFJ銀行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表示項目（例） 

月間使用量、日別使用量、当月最大需要電力、日別需要電力、AI分析スコア 

その他過去データ推移等 
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【温室効果ガス及び電力調達コストの削減に向けた狙い】 

1. 効率的・効果的な省エネの実現 

エネルギー使用が比較的少ない営業店舗では、専門家を派遣する従来型の省エネ診断では費用

対効果が悪く、効率的な省エネ分析と対策が取りづらい状況でした。電力データの一括取得と

EnneteyeによるAIデータ分析およびエネットの省エネノウハウを生かし、施設ごとの事情に合

わせて、効率的・効果的な省エネに取り組みます。 

2. 省エネに対する意識向上 

これまで、施設ごとの電力使用状況の可視化や、省エネ結果をフィードバックする仕組みが存

在しなかったため、行員に対する省エネの動機づけが課題となっていました。省エネカルテに

電力使用状況を可視化することにより、電力使用現状の把握と省エネ効果の検証が可能とな

り、行員の省エネに対する意識向上を行います。 

 

【MUFGの環境への取り組み】 

MUFGは、2021年5月にカーボンニュートラル宣言を行い、自社の温室効果ガス排出量の2030年

までのネットゼロをめざしています。また、2024年4月には、国内の銀行建物における2030年のエ

ネルギー消費量を2019年比で30％減少させる目標を掲げ、お客さまと協働して省エネに関するハー

ドとソフトの対策に取り組んでいます。 

MUFGは、本取り組みなどを通じ、我が国産業の更なる発展、および地球温暖化の防止・環境保

全・循環型経済の確立という世界共通の課題解決に貢献していきます。 

MUFG における環境負荷低減に向けた取り組みは、MUFG Climate Report 2024 （気候変動レポー

ト）をご参照ください。  

https://www.mufg.jp/dam/csr/report/progress/climate2024_ja.pdf 

 

【エネットの概要及びEnneteye（エネットアイ）について】 

エネットは、NTTアノードエナジー・東京ガス・大阪ガスの3社により電力自由化元年の2000年

に設立された小売電気事業者です。 

エネットが提供するEnneteyeは、各施設の電力データを自動的に収集し、AIを活用して解析・比

較分析を行い、問題点の抽出や省エネ方法をお届けするサービスです。例えば、“新たな投資をせ

ずに電気料金を削減したい”、“省エネの取り組みが定着したか確認したい”、“支店や現場にどのよ

うに指示すればよいかわからない”といったお客さまの様々なニーズに対応します。 

エネットは、Enneteye による省エネを支援するサービス以外にも、再生可能エネルギーの導入や

EV導入・運用を支援するサービスなど、お客さまニーズに合わせた各種サービスの提供を通じ、

これからもお客さまの脱炭素経営を支援してまいります。 

 エネットの脱炭素支援サービス：https://www.ennet.co.jp/about/charge.html 

 

以 上 
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